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下、本論文 )の概要は次の通りである。  
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日本国憲法第 21 条の表現の自由と言論の自由から派生する知る権利は、第 13 条幸福追求権
及び第 25 条生存権にも基礎を置く権利である。生存に必要な情報を入手することや、幸福に
生きるために多様な情報を得ることは人にとって不可欠である。このことは、公民権法や障害
のあるアメリカ人法 (ADA 法 )の中にある、非差別、平等、合理的配慮の法理が、障害者権利条
約に引き継がれている。また、障害者権利条約第 21 条にはすべての障害者に対して、表現の
自由及び言論の自由から派生する知る権利が規定されている。イギリスの成年後見制度である





文科省の下部組織、 MTM 機関(Myndigheten för tillgängliga medier=アクセシブル・メディ














利用の意識の変化  ③自責の念に関する変化  ④スティグマに関する変化  ⑤社会に対する
考え等について知る前知った後の変化を調べた。制度の理解では 5 段階評価の平均値では説明





















































は言及しなかった。第 3 は、氏はすでに始めてきているが、補遺の提言を地元の A 市役所など
に、どのようにして提言し、行政との場で理論をいかに実践に結び付けていくかであろう。  
 
しかし言うまでもなく、本論文は、氏の福祉実践の経験と学問的探究を長年積み重ねてきた
研究成果である。コミュニケーションの道具、説明の道具として位置づけられてきた「 LL 版」
を知る権利の保障のための手段として位置づけ、その正当性を理論的に示したことは評価に値
する。また、「 LL 版」の効果については、半定量的だが一定の検証をもって証明しているこ
とから、調査対象の限界はあるものの調査結果の分析には論理整合性が認められる。また、知
る権利という極めて抽象的な概念を、その構成要素に分解し具体的に観察可能なものとした研
究方法も適切であると言えよう。  
以上より、審査の結果、本論文は、博士論文としての水準を満たしており、博士（社会福祉
学）の学位を授与するにふさわしいものと認定する。  
